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歳出

民生費
74億2,855万円
30.2％

土木費
20億6,416万円

8.4％

総務費
40億6,598万円
16.5％

教育費
30億3,293万円
12.4％

衛生費
28億5,651万円
11.6％

公債費
20億602万円
8.2％

消防費
16億5,900万円

6.8％

その他 ※
14億5,786万円

5.9％

歳出

扶助費
51億7,060万円
21.0％

人件費
36億1,545万円
14.7％

物件費
41億7,720万円
17.0％

補助費等
30億8,914万円
12.6％

投資的経費 ※1
32億1,357万円
13.1％

その他 ※2
19億2,186万円

7.8％繰出金
13億7,717万円

5.6％
公債費

20億602万円
8.2％

財
政
用
語
の
解
説

は
、令
和
６
年
度
を
も
っ
て
発
行
最
終
年
度
を
迎
え
た

合
併
特
例
債
の
皆
減
等
に
よ
り
、前
年
度
よ
り
お
よ
そ

18
億
４
，４
０
０
万
円（
53・１
％
）の
減
額
と
し
て
い
ま

す
。一

般
会
計
／
歳
出

　
歳
出
予
算
を
目
的
別
に
見
る
と
、民
生
費
が
最
も

多
く
、歳
出
予
算
全
体
の
お
よ
そ
３
割
を
占
め
て
い

ま
す
。
次
い
で
、総
務
費
、教
育
費
、衛
生
費
と
続
い

て
い
ま
す
。
総
務
費
は
地
方
公
共
団
体
情
報
シ
ス
テ

ム
標
準
化
に
係
る
経
費
や
定
額
減
税
調
整
給
付
金
な

ど
に
よ
り
、前
年
度
よ
り
お
よ
そ
18
億
５
，５
０
０
万
円

（
83・９
％
）の
増
額
、衛
生
費
は
掛
川
市・菊
川
市
衛

生
施
設
組
合
へ
の
負
担
金
の
増
額
な
ど
に
よ
り
、前
年

度
よ
り
お
よ
そ
２
億
１
０
０
万
円（
７・６
％
）の
増
額

と
し
て
い
ま
す
。

　
一
方
、性
質
別
に
見
る
と
、経
常
的
経
費
が
お
よ
そ

７
割
を
占
め
て
お
り
、そ
の
う
ち
、任
意
に
削
減
で
き

な
い
義
務
的
経
費（
人
件
費・扶
助
費・公
債
費
）は
、

全
体
の
お
よ
そ
４
割
を
占
め
て
い
ま
す
。
普
通
建
設

事
業
費
は
菊
川
駅
南
北
自
由
通
路
整
備
事
業
に
お
け

る
Ｊ
Ｒ
へ
の
工
事
委
託
費
や
、市
道
赤
土
高
橋
線
の
道

路
改
良
工
事
費
、小
笠
北
認
定
こ
ど
も
園
「
き
た
っ
こ
」

の
園
舎
整
備
に
係
る
工
事
費
な
ど
の
減
額
に
よ
り
、前

年
度
よ
り
お
よ
そ
25
億
４
，３
０
０
万
円（
44・２
％
）の

減
額
、扶
助
費
は
制
度
改
正
に
よ
り
対
象
者
等
が
拡

充
さ
れ
た
児
童
手
当
や
利
用
者
が
増
加
傾
向
に
あ
る

障
害
者
福
祉
費
訓
練
等
給
付
費
に
お
け
る
各
種
サ
ー

ビ
ス
費
な
ど
の
増
額
に
よ
り
、前
年
度
よ
り
お
よ
そ

７
億
８
，８
０
０
万
円（
18・０
％
）の
増
額
と
し
て
い
ま

す
。

一般会計歳出　目的別グラフ一般会計歳出　性質別グラフ

※各項目別の金額を１万円未満で四捨五入しているので、合計しても歳入額・歳出額と一致しない場合があります。
※全ての会計の予算を記載した「予算書」は、財政課（市役所本庁３階）、または市立図書館で閲覧できます。

【
会
計
別
予
算
】

一
般
会
計
　市
税
な
ど
を
主
な
財
源
と
し
、福

祉
や
ま
ち
づ
く
り
な
ど
の
行
政
サ
ー
ビ
ス
を
行

う
会
計

特
別
会
計
　保
険
料
な
ど
特
定
の
収
入
で
事
業

を
行
う
会
計
で
、事
業
の
収
支
を
明
確
化
す
る

た
め
、一
般
会
計
と
は
別
に
設
け
ら
れ
た
会
計

公
営
企
業
会
計

　地
方
公
共
団
体
が
経
営
し
、

地
方
公
営
企
業
法
が
適
用
さ
れ
る
会
計

【
歳
入（
入
る
お
金
）】

自
主
財
源
　市
が
自
ら
の
権
限
で
収
入
す
る
こ

と
が
で
き
る
も
の

依
存
財
源
　国
や
県
の
決
定
、割
当
て
に
基
づ

い
て
収
入
す
る
も
の

諸
収
入
　他
の
収
入
科
目
に
含
ま
れ
な
い
収
入

を
ま
と
め
た
科
目

繰
入
金

　一
般
会
計
、特
別
会
計
、基
金
な
ど

の
会
計
間
に
お
け
る
現
金
の
移
動
の
こ
と

地
方
交
付
税
　全
国
の
地
方
自
治
体
が
一
定
水

準
の
行
政
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
で
き
る
よ
う
に
す

る
た
め
に
、国
が
国
税
の
一
定
割
合
を
各
地
方

自
治
体
に
交
付
す
る
も
の

【
歳
出（
使
う
お
金
）】

扶
助
費
　生
活
保
護
費
、障
が
い
者
支
援
費
な

ど
の
福
祉
や
医
療
に
係
る
経
費

物
件
費

　光
熱
水
費
、消
耗
品
費
、各
種
委
託

料
な
ど
の
経
費

補
助
費
等
　一
部
事
務
組
合
に
対
す
る
負
担
金
、

各
種
補
助
金
な
ど
の
経
費

公
債
費
　過
去
に
借
り
入
れ
た
市
債（
借
入
金
）

の
返
済
に
係
る
経
費

投
資
的
経
費

　道
路
、橋
り
ょ
う
、公
園
な
ど

各
種
社
会
資
本
の
新
増
設
事
業
、災
害
復
旧
な

ど
に
係
る
経
費

繰
出
金
　特
別
会
計
、公
営
企
業
会
計
の
支
出

の
一
部
を
負
担
す
る
た
め
の
経
費

※１ 投資的経費の合計
　普通建設事業費 32億1,220万円（13.1％）
　災害復旧事業費 137万円（0.0％）
※２ その他合計
　積立金 10億6,340万円（4.3％）
　投資及び出資金・貸付金 ７億783万円（2.9％）
　維持補修費 １億2,063万円（0.5％）
　予備費 3,000万円（0.1％）

※その他合計
　農林水産業費 ４億7,000万円（1.9％）
　労働費 ４億1,699万円（1.7％）
　商工費 ３億8,332万円（1.6％）
　議会費 １億5,618万円（0.6％）
　予備費 3,000万円（0.1％）
　災害復旧費 137万円（0.0％）

令和７年度予算大綱


